デイサービスの効果に関する研究
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　１　目　的

　人口の高齢化が世界に類を見ない早さで進んでいる今日，要介護高齢者の数もますます増加することが予想されている。ゴールドプランで示されているように，国は在宅介護を推進しているも。しかし，核家族化，世帯の高齢化，一人暮らし高齢者の増加など，高齢者介護の問題が，国民誰にでも起こり得る問題として認識されるようになり，老後生活の大きな不安要因となっている。また，高齢者介護の問題は，介護を必要とする高齢者が増加するとともに，介護期間の長期化や要介護状態の重度化，介護者の高齢化が進んでおり，昔とは比べものにならないほど普遍化し深刻な社会問題となっている。従来からわが国では，家族が介護のほとんどを担ってきたが，それに対する社会的支援が不十分であり，長期にわたる介護により家族の心身の負担は非常に重くなってきている。このため，家族間の人間関係が損なわれ，いわゆる介護放棄や老人虐待，介護離婚などという過大な介護負担の家族へのしわ寄せに起因する問題が生じている。こうした問題は，今後団塊の世代が高齢期にはいることや長寿化の一層の進展，家族形態の変化や女性就労の増加により，ますます深刻化することが予想される。したがって，介護を要する高齢者やその家族に対し適切な社会的支援を行うシステムの確立が急務となっている。

　超高齢社会に突入した現在，要介護高齢者の社会的介護は必然と考えるところであるが，介護を必要とする高齢者の増加とその担い手の間には大きな開きがあり，これからの課題は，要介護状態への移行を出来るだけ緩やかにする施策や，要介護者を多くしない施策が求められる。すなわち，対処療法的な「救貧的後追い介護」から将来必要となる介護が過大なものにならないように，あるいは現在行われている介護が将来に向かって増加しないように，将来の介護負担の軽減を視点においた「手をかけなくてもいいように手をかける介護」への転換が求められている。従来，要介護高齢者の問題を考える時は，健康問題，すなわち何らかの疾病による身体的機能低下及びそれに起因する意欲低下をその中心的問題として取り上げられてきた。しかし，これまで在宅要介護高齢者の生活環境及び社会環境の中で共通点として浮かび上がって来たのが，人との関わりが非常に希薄になっている様子であった。すなわち在宅要介護高齢者の社会関係の縮小であり，社会的役割関係からの疎外による狭隘な活動範囲であった。

　そこで，本稿では，要介護高齢者が在宅で生き生きとよろこびを持って生活出来るための支援のあり方を検討するにあたり，在宅要介護高齢者のコミュニケーション環境という視点を設定した。その上で，デイサービスが在宅要介護高齢者及びその介護者に与えている影響に着目し，その影響を検証しながら，要介護高齢者及びその介護者が在宅で生き生きとよろこびを持って生活出来るための支援のあり方について接近したいと考えた。　

　本稿で用いた調査は，ディサービスが要介護高齢者の狭隘になったコミュニケーション環境を取り戻し，生活意欲を養い，自立を促す施策として有効であるかを，ディサービス利用者及び介護者を対象に検討したものである。要介護高齢者を無力な介護の対象者として見るのではなく，残された能力を維持発展させ，家庭や地域の中で役割を持ちながら自己実現を果たすことのできる存在とし，デイサービス場面を，それを可能にする支援の場とする試みは，自立支援施策の新たな展開を示唆できるものと考えた。

　２　方　法

⑴対象及び人数

　新規デイサービス参加要介護高齢者及びその介護者30組を選定し23例について結果を得た。

⑵　測定スケール

　①対象者については，精神健康調査　　　質問紙（The General Health 　　　　　　Questionnaire ）日本語GHQ-28

　②介護者については，ザリット介護負　　　担尺度（Zarit Caregiver's Burden 　　Scale）日本語版

⑶　測定回数

　　デイサービス初回参加時及び3か月　　　経過後の2回

⑷　測定方法

　①対象者　デイサービス初回参加時又　　　は勧奨訪問時に自書又は保健婦によ　　　る聴取

　②介護者　送迎時又は勧奨訪問・指導　　　訪問時に依頼及び回収

　３　調査結果

⑴　GHQ-28による変化測定

　対象者30組の内，途中で体調不良等の理由でデイサービスを長期欠席した者やショートステイ利用者を除き23組を測定した。

　23例のうち，精神的健康状態が悪くなった者6名（26％），変化が無かった者4名（17％），良くなった者13名（57％）であり，精神的健康状態の良くなった者が多かった。変化量では，状態が悪くなった者の合計が18，良くなった者の合計が55と，よくなった者が多かった。母平均の差の検定（t-teste for Paired Samples）を行った結果（表5ー2），３ヶ月経過後に効果的変化の有意差がみられた（P＜0.05）。また，要素スケール毎では，「Ｂ：不安と不眠」（Ｐ＜0.01）及び「Ｃ：社会的活動障害」（Ｐ＜0.01）について効果的変化の有意差が見られた。

　カテゴリー別で比較してみると，性別では，「女性」（14例）はＰ=0.136，「男性」（８例）はＰ=0.077と男女共に統計的有意差は無かった。年齢別の比較では，「70歳代」（９例）までは精神的健康状態が良くなったことに統計的有意差がみられたが（Ｐ=0.006），「80歳代以降」（14例）では有意差は無かった（Ｐ=0.277）。

　これまで，デイサービスに関わる保健婦等が経験的・主観的に感じていた，デイサービスに参加するようになると「生き生きとしてくる」，「表情が出てくる」，「明るくなった」等の言葉に表現されるところの「デイサービスによる効果」を表す一つの客観的指標を得たと言える。

　個別に結果を検討してみる。はじめに，要素スケール毎の検討である。GHQ-28の得点評価の要素スケール4項目は，「A：身体的状況」，「Ｂ：不安と不眠」，「Ｃ：社会的活動障害」，「Ｄ：うつ傾向」である。この中で特に，「Ｂ：不安と不眠」精神的健康状態の好転に強い効果（P＜0.01）をもたらしていることは，「眠るのだけが楽しみ」と言っている在宅要介護高齢者にとって，「夜中に目を覚ます」，「心配事があってよく眠れない」，「大した理由がないのに，何か怖くなったりとりみだしたりする」（GHQ-28質問項目）等の不安・不眠が軽減する効果は，日々の生活の中で安心して眠れるという基本的な欲求が充たされることであり，生活の規則的なリズム確保の上でも大きな意味を持つと考える。また，「Ｃ：社会的活動障害」においても同様の効果をもたらしている（P＜0.01）。「いつもより自分のしていることにいきがいを感じない」，「いつもより色々なことを重荷に感じる」，「日常生活を楽しく送ることが出来ない」（GHQ-28質問項目）等の他者との関わりに起因する負担感が軽減したとする結果は，他者との関わり合いがより円滑になったことによるものと解せ，他者との相互作用（コミュニケーション）が良好に機能したものと考える。「A：身体的症状」では，統計的有意差は無かった（Ｐ=0.142）。これは健康状態に関する質問が多ので，身体的健康面で安定していると解せる。「Ｄ：うつ傾向」は唯一，弱い傾向ながらプラス方向（悪化）に結果が出た項目である（Ｐ=0.252）。「Ｄ：うつ傾向」は要素スケール総得点において27.8％（初回），38.5％（90日後）を占め，１要素25％の構成比率から見ると重いことがわかる。老年期は，人間関係，人生の目的，居住，経済力，健康等といった，これまで確実に自分を支えてきたものを，次々に失っていく時期である。うつ病を「損失体験に対する防衛」と解釈するならば，老年期はまさにうつ病発症のための要因をきわめて多く含んでいる時期で + ，この要素がプラス方向に出ることは予想された結果と言えるが，その差が大きく出ていないことは，デイサービスが精神的健康状態の維持に効果をもたらしている傾向にあると評価できる。

　次に対象者のカテゴリーで検討してみる。性別による効果の違いに統計的有意差は無かった（女性Ｐ=0.136，男性Ｐ=0.077）。しかし，年齢による比較では，70歳代までとそれ以降では差があった。70歳代（9例）では精神的健康状態が良くなったとする統計的有意差があったが（Ｐ=0.006），80歳代以降（14例）ではなかった（Ｐ=0.277）。これは，前期高齢者と後期高齢者での効果の違いと言い換えることが出来る。これを高齢者の環境変化に対する適応能力の視点から検討して見る。高齢者は生活に適応していく場合に自己中心性と硬さがあげられている。自分本位にものを考え容易に外からの指示に承服しない傾向がある。また，環境に新しい変化が起こった場合，適応に対する柔軟性が少ないために新しい状況に適応することが困難になる - 。加齢が進むにしたがいこの傾向が強まることをこの結果においても示していると考える。また，高齢人口は，今後，大幅に増加するが，その中でも後期高齢者の増加が著しい。高齢者の中でも前期（65歳から74歳）と後期（75歳以降）では，健康面などに違いがあるため，後期高齢者の動向も重要である。1995（平成7）年には，前期高齢者1,110万人に対し，後期高齢者は718万人と３分の２程度であったものが，2022（平成34）年には1,720万人となり前期高齢者を上回り，ピーク時の2028（平成40）年には平成7年の約2.7倍（1,936万人）に達すると推計されている ) 。また，日本において，65歳以上の老に対する老年性痴呆の出現率は，軽度の者を含めると5から6％になり，中程度以上では3から4％になる。これが85歳以上になると25％位に急増する。このような状況を踏まえて本結果を見ると，早い時期，すなわち前期高齢者の段階での対応の必要性を示していると言える。　

　⑵ザリット介護負担尺度による変化測定　23例のうち，「介護負担感が増した者」６名（26％），「変化が無かった者」３名（13％），「介護負担感が減った者」14名（61％）と介護負担感が減った者が多かった。変化量では，介護負担感が増した者の合計が状態が31，介護負担感が減った者合計が146と，負担感が減った者が増えた者より多かった。これを，統計処理し，母平均の差の検定（t-teste for Paired Samples）を行った結果（表6-2），介護負担感の減少に統計的有意差があった（P＜0.01）。

　カテゴリー別で比較してみると，性別では，「女性」（19例）はＰ=0.022，「男性」（４例）はＰ=0.037と男女共に統計的有意差がは無かった。年齢層の区分けでは，「50歳代」（11例）までは効果に統計的有意差があったが（Ｐ=0.005），「60歳代以降」（12例）では有意差は無かった（Ｐ=0.075）。また，続柄の区分けでは，「子ども・配偶者」（10例）でＰ=0.023，「嫁」（12例）ではＰ=0.047で共に効果に統計的有意差があった。

　介護者の負担感の軽減は，介護者の直接的な介護行為の軽減を要因とするものではなく，介護者の主観的負担感によるものであると考える。介護者と被介護者（在宅要介護高齢者）の間には，役割関係（role relationship）に基づく介護という役割行為（role behavior）が存在する。家族による介護行為を役割（role）として意識するするのに二つの考え方がある。「配偶者」とか「子ども」といった社会的位置そのものからの所与のものによる場合と，介護者と被介護者間の相互作用という過程の中で生まれる可変的なものとがあり，どちらで考えるかはケースにより異なり一様ではない。これまで見てきた事例からは，その両方があると考える。社会的位置に偏った場合には，必要最小限の介護が継続的に行われることがある。その場合は，世間の目（世間体）が介護行為を拘束している。一方，相互作用の過程で行われる介護には，ケースにより介護の質・量に大きな違いを感じる。介護者と被介護者間に報酬（reward），精神的・社会的報酬がある場合は，そこにループが形成され介護行為の方向性が規定，強化される。本間（1998）のコミュニケーション環境典型事例のI・JさんとU・Tさんがこれにあたる。I・Jさんの場合，被介護者は，介護者である妻に「笑顔」という表情の変化や「ありがとう」という感謝の言葉をかけている。介護者である妻は，「当初妻の役割を強く意識し，介護を一人で囲い込み一生懸命介護をした。でもそれだけでは長くは看られなかったと思う。爺ちゃんが優しい人だからここまでやってこれたと思う。気持ちいいと笑うし，しもの世話をすると『すまねい，ありがとう』と言ってくれる 9 」と話している。ここには，「感謝」や「変化」という報酬があり，それが介護者の負担感を軽減していると思われる。U・Tさんの場合は，上記と正反対で，被介護者からの「感謝」や「変化」といった報酬が全くなく，介護内容がしだいに縮小して行ったケースである。ロブソンとモス（1970）は，たとえば赤ちゃんが見せる愛くるしい笑顔という行動（Attachment行動）が母子の絆を深めているという母子相互作用の視点（立場）を強調している。ここでも，赤ちゃんの「笑顔」という快刺激の報酬が母親に対して向けられた時，母が赤ちゃんにかかわりその相互作用を繰り返す過程の中で母の愛情の絆を深めて，母としての自覚を深めて行っている。同じことが在宅要介護高齢者の介護についても言えるのではないかと考える。良好な介護関係というのは，そこに精神的・社会的報酬が存在し，それがアタッチメント行動として介護者と被介護者間の相互の絆を深め，その結果，介護者の精神的負担感を軽減し，さらには介護することの喜びへと変化する可能性がうかがわれる。

　デイサービスによる介護負担軽減はこれまで見てきたように，デイサービスに参加している時間に介護者が精神的・身体的に休めるといった実際の介護行為が減るということだけではなく，デイサービスに在宅要介護高齢者が参加するようになり，表情に変化が出たり，精神的な落ち着きが出たり，あるいは感謝の言葉を表すなどの精神的社会的報酬を介護者が受け取ることによって，介護者に「やりがい」が生まれ，そのことが命令的期待から介護者を解放し「負担感」の軽減として感じられているものと考える。デイサービスの効果を考える際最も重要なところは，在宅要介護高齢者の精神的健康状態の確保が，結果として介護者の負担感を減少させているということである。このため，デイサービス事業はその対象である在宅要介護高齢者の精神的健康を確保する施策として運営される必要があると考える。

　４　まとめ

　本稿では，在宅要介護高齢者が，生き生きと喜びを持って生活するための支援をコミュニケーション活動に視点を置きデイサービス場面で検討した。その際，従来のコミュニケーション概念を拡大し，自然的・物理的環境との関わりについては，シンボリック相互作用論（H.Blumer,1969）を，人と人との関わりについては，アタッチメント理論（J.Bowlby,1976）をコミュニケーションの概念に包含して検討してきた。

　デイサービスが在宅要介護高齢者及びその介護者にどのような効果を持つのかを，田尻町ディサービス事業の新規参加者及びその介護者23組を対象に，参加90日後の変化をThe General Health Questionnaire日本語版（GHQ−28），Zarit Caregiver's Burden Scale日本語版及び独自法で「視線」，「笑い」及び「応答」の非言語的コミュニケーションを行動観察をすることで評価した。その結果，GHQの変化測定において，ディサービス参加後で精神的健康状態に効果的有意差が見られた。項目別では「不安と不眠」及び「社会的活動障害」において，また年齢別では70歳未満において効果変化の有意差が見られた。ザリット介護負担尺度による変化測定は，ディサービス参加後の介護負担感の減少に有意差が見られた。年齢別では60歳未満，続柄では子ども・配偶者，嫁共に介護負担感の減少に有意差があった。

　これらの効果測定調査により，ディサービスは在宅要介護高齢者及びその介護者の双方に直接間接に関わり大きな効果を生み出す施策であることが証明でき，その存在意義が大きいことがわかった。

　これらの結果から，在宅要介護高齢者の自立支援を進めるに当たっては，介護者との関わりを視野に置き，彼等のコミュニケーション環境を考慮に入れながら支援していくことが必要であると考える。つまり在宅要介護高齢者の自立支援施策は，介護者及び被介護者双方に効果的影響を与えるものでなければならないのである。在宅要介護高齢者を中心にして彼等が関わるあらゆるコミュニケーション環境としての対象者（物）との関わりを調整し，この二者間にポジティブな関係を維持出来るようにすることが，在宅要介護高齢者の自立支援の目的である。他者に対する親密な愛着は，単に乳児や幼児や学童ばかりではなく，青年期，壮年期，老年期の人たちにとっても，それは生きるための最も大切な要因である。これらの親密な愛着から，我々は生命の力と人生のよろこびを引き出すことが出来るし，それを通して，我々は他の人に生きる力とよろこびを与えることが出きる。アタッチメント行動は，それがどのような形態であるにしろ，状況によりよく対処できると思われる特定の人物に接近し，接近を維持する行動である。それは，怖い思いをしたり，疲れ切ったり，病気になったときにもっとも顕著であり，慰められたり，世話されれることでしずまる 2 。アタッチメント行動は，乳幼児に最も顕著であるが，生涯をとおして−とくに非常時には−見られる。事実上すべての人に見られる（現れかたに違いがあるにしても）ので，アタッチメント行動は人間の本質に欠くことのできないものであるとともに，私たちは（さまざまな程度で）他の種の動物とも共有しているのである。その生物学的機能は「保護」機能である。また，特定の個人に対して親密な情緒的きずな（intimate emotional bonds） を結ぶ傾向を人間性の基本的な構成要素としてみなし，それはすでに新生児期に原始的な形で存在し，成人から老年に至るまで存在し続ける B ，としている。我々の行う自立支援とは，このようなアタッチメント行動が，在宅要介護高齢者とかかわるコミュニケーション環境の中で交わされるようにする調整行為なのである。

　在宅要介護高齢者は，身体的要因，精神的要因，社会的要因により多くのものを喪失し，又は喪失しかかっているが，全てを失っているわけではない。彼等に残っている身体的，精神的，社会的能力を最大限に発揮できるようにその環境を整えること，そして残っている能力を発揮できるように，それぞれのコミュニケーション環境を整え再構築することが在宅要介護高齢者への「支援」である。この意味で，在宅要介護高齢者への支援は「社会的リハビリテーション」なのである。リハビリテーションというと，医学的リハビリテーションのみが大きく取り上げられる傾向にあるが，高齢者の場合は社会的リハビリテーションを行わないと彼等の支援にはならないと考える。

　いうまでもなく，本稿の研究は一町の事例を扱い，限られた人数を対象としているので，このまま本稿の議論を一般化することは出来ない。しかしながらこの事例研究から得られた知見は在宅要介護高齢者の自立支援を進めるに当たって重要なものであると考え，自立支援を進める為の環境調整，すなわち在宅要介護高齢者のコミュニケーション環境を調整していく際に重要なものとして，「狭隘」，「囲い込み」，「非代替性」，「非日常の日常化」の四つを取り上げ概括してみる。

　狭隘　　在宅要介護高齢者の生活環境の共通点として，人との関わりが非常に希薄になっていることがあげられる。すなわち社会関係の縮小である。この原因としては，社会的役割関係からの離脱や疾病・身体機能の低下による活動可能範囲の縮小等が考えられる   。本稿のコミュニケーション環境調査においても同じ様な結果を得ている。対象地域が農業を主産業としているためか，年齢により職場から離れることはなく，何らかの疾病後に仕事，家事，地域での役職から離れている。田中平三（1981）らは，老人の社会適応を有用性，所属性，自立性の３欲求を指標にして評価し，有用性からみた適応が最も劣っており，所属性，自立性から見た適応は相対的には優れていた。地域社会や組織体の指導的地位からの引退，生活の維持と助言および資金の管理を他人に頼る，男子では労務からの引退，女子では家庭の設計，維持を放棄させられるなどの諸条件から多くの老人は各場での有用性，すなわち存在意義を喪失していくことを物語っている。と，指摘している。ここで言う存在意義の喪失が活動意欲を低下させコミュニケーション環境の縮小を招いていると考える。コミュニケーション環境の縮小は，単にコミュニケーションの問題に留まらず，いわゆる「閉じこもり症候群」へと発展していく。閉じこもり症候群とは，障害をもった人々の生活が家の中に閉じこもり，社会的交流が断たれ，活動水準の低下を引き起こして寝たきりにさせるおそれのあるさまざまな問題を含んでいる。寝たきりの原因は，単に疾病や身体障害があるということだけではない。「身体的要因」，「心理的要因」，「環境要因」などの各要因が関与するいわゆる「閉じこもり症候」の寄与する所が大きい 。狭隘なコミュニケーション環境は，閉じこもり症候群に発展し，さらには寝たきり状態を作り出す可能性を持っていることから，この「狭隘」な状態を解消することが，寝たきりに陥ることを予防する意味でも重要な課題となる。この対策として，デイサービスは淡々とした変化の乏しい閉塞的な日常状態を離れ，スタッフとの関わり，同じ参加者同士との関わり，身体の清潔，食事等をとおして狭隘なコミュニケーション環境の補完あるいは拡大の機会を提供する「場」として重要である。閉じこもりという状態は日常生活を不自由なく送る状態へと改善することの出来る可逆的な状態である。このため，対象者（在宅要介護高齢者）の生活史，家族環境に視点を置きそれぞれの「狭隘」に応じた個別の関わりが大切となる。こんな例がある。事故に遭い頸椎損傷となった方に「級長」の辞令をわたし，出欠や参加費徴収の仕事を手伝ってもらった。時がたち，ある時あなたの今している仕事あるいは役割は何ですかの問に「デイサービスでの級長です」と誇らしげに答えている。この例にあるように，特に失われた役割をデイサービスの中で再現又は創出し，個々人の有用性，すなわち存在意義を取り戻す事業展開をおこなうことが今後のデイサービスを充実していく上で配慮する必要がある。

　囲い込み　　在宅要介護高齢者の介護において善意の「囲い込み」が多く見られる 。介護を一生懸命やろうとして，家族，特に主たる介護者となる配偶者や嫁が介護を全部抱え背負ってしまうのである。また，介護の実行権が介護者に握られていることから介護者と被介護者の関係状態により介護の質・量が決まる。在宅介護は家族に頼っている部分が大変多く，行政サービスは介護者の了解無くして被介護者に関われない現実がある。このため，行政サービスを積極的に提供しようとしても「家族の壁」に阻まれ被介護者にアプローチ出来ないことなどもある。介護は「家庭の事情」を多くはやみ，世間体の意識が行政サービスの利用に関係し % ，他者に知られたくない，見せたくないとの意識が依然として大きく，はじめから家庭内に囲い込まれる可能性を有しているといえる。

　囲い込みの原因として二つ考えてみる。一つめは，福祉情報の不足である。情報はあらゆる方法で住民に流してはいるものの，十分届いていない現状にある。これは，情報量が不十分，あるいは伝達方法に工夫が足りないなどよく批判されるところであるが，根本的な原因は，受け手に介護問題が自分のこととして認識していない所にある。介護の問題が他人事なのである。介護に対する態度形成は，社会資源に対する情報だけではなく，介護の知識や技術習得が影響を及ぼしている。在宅介護支援センターの事業である介護者教室を活用するなどして具体的な形で高齢者介護の問題や福祉情報を日常生活の中に浸透させる努力が必要である。二つめは，介護者自身への囲い込みによるものである。近所の目等を過剰に意識した役割期待により，介護者自身が自己の能力を無視した過剰な介護に追いつめている場合，あるいは必要な介護の量と質が確保されていない場合である。このようなときは，前述の介護者教室等により，他の家庭で行われている介護の様子を知らせることはもちろんであるが，介護者と被介護者を引き離し行政が積極的に介入する必要がある。介護における役割分担についての指導啓発が必要で，介護の社会化をもっと身近なこととして住民に知らしめることが求められる。その際は，個々の地域での意識にも目を向け，世間体を考慮した対応が必要である。

　非代替性　　高齢者にとって新しい物（者），便利なものが必ずしも関心の高い望ましいものではない。多少不便でも使い慣れたもの，見慣れたものが何よりも便利である。使っていた一つひとつに個々人の生活史が刻まれている。彼等は，たんす，机，針箱等を長い期間手元に置き，たとえ壊れてもそのまま持っていることが多い。年を重ねる毎に多くの社会関係を喪失し孤独感を強めてきた。残っているのは，住み慣れた場所や使い慣れた物，そして気心の知れた隣人である。高齢者にとって大切な「もの」は，自分と人との繋がりをあらわすような「もの」，そして自己の人生を介在するような「もの」で，それを喪失することは，人生を失うに等しい 。住み馴染んだ環境に身を置くことで，自立と自尊心は保たれており，高齢者には残り少ない時間枠の中で，喪失したものを取り戻すのが困難なのである >。彼等の環境は，自分たちが選び作り上げてきた自分たちの生活環境と言うだけではなく，自分たちの人生を過去，現在未来の経験領域につないでいる接点なのである ? 。すなわち，高齢者の持っているものは，代替が効かないのである。このようなことから，彼等への支援はこの非代替性を意識して展開する必要がある

　非日常の日常化　　在宅要介護高齢者の日常生活は刺激と変化に乏しい。高齢期の重要な課題は一貫性のある自我の維持とされる。つまり，中年期半ばまでは「昨日と違う私」であることが重要なのだが，それ以降は「昨日と同じ私」であることが望まれる。その中では，様々な（社会的役割の喪失，心体の活力の低下や健康の喪失，配偶者の死など）喪失という負の経験がつきものである。このため，生活に変化を好まず，加えて「身体的要因」「心理的要因」「環境要因」などの各要因が関与して，いわゆる「閉じこもり症候」になりやすい状況にある。老年期の感覚と知覚の衰えはさけられないものであるが，こうした衰えが，極端な場合には，一種の感覚遮断状況をもたらし，人間の適応や精神健康を脅かす可能性がある。このため，閉じこもりを解消し，他者との関わり合いをとおして，適度な刺激を提供し，生活のリズムに変化を感じ取れるようにする必要があり，その「場」としてデイサービスがあると考える。デイサービスという彼等にとって非日常の時間は，点の時間であってはその効果が小さい。彼等の持つ環境における「安全基地」は自宅であるから，その関わりの中でこそ精神的健康状態が保たれるようにしなければならない。介護者との連携をとおしてデイサービスでの精神的健康状態の改善が家庭においても保持されるようにする必要がある。その為，デイサービスでの非日常が拡大して家庭そして地域までその輪を広げるように，すなわち非日常（デイサービス）の状態が，家庭，地域に広まり，高齢者を取り巻く非日常の環境が，ごく当たり前の社会環境となることが必要なのである。ごく当たり前の社会環境とは，在宅要介護高齢者が他者との関わりを持てる「場」が地域の中に数多くあるという環境である。学校，保育所，公民館，介護者のいる民家等あらゆる場所でデイサービスは可能である。運営は公共に限らない。自主グループへの支援と言う形でもデイサービスの持つ機能を発揮することは可能である。条件は，出来るだけ異年齢の関わりがあること，一方的な介護の対象者にしない配慮があること（役割を持たせること）だけである。このような「場」が，自宅を核としてスキップセンターを始めとする多くの社会資源が互いに補い合う形で存在することが非日常の日常化につながると考える。
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